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１．平成 24 年度以降の子どもに対する手当について 

（１）主な動き 

●平成 23年 10月 12日 【厚生労働大臣・地方６団体意見交換会】 

   ・子どもに対する手当制度に関する意見交換会へ出席し、当方からは全額国庫負担を主張 

○平成 23年 11月 7日 【厚生労働大臣 費用負担案提示】 

 ・国と地方の負担割合 １：１ 

 ・地方負担は見直し前と比べて 44百億円増 ← 地方増収分（5,050億円）を充当 
 

       平成 23年 11月 8日 【地方六団体コメント】 

       ・到底受け入れられるものではない 

       ・「国と地方の協議の場」を早急に開催し、真摯な協議を行うことを求める 

  ●平成 23年 11月 29日 【国と地方の協議の場（第 2回臨時会合）】 会長出席 

・11月 7日の厚労案について意見 

  ●平成 23年 12月 9日 【小宮山厚生労働大臣と尾﨑知事の面談】 

   ・地方の裁量権が拡大されるような一般財源化について、政治主導での対応と再提案を強く

依頼 

 ●平成 23年 12月 15日 【国と地方の協議の場（第 3回）】 会長出席 

  ・具体的な提案なし 

 

 ●平成 23年 12月 20日 【国と地方の協議の場（第 3回臨時会合）予定】 

◎今後の予定 

              【閣僚折衝による子どもに対する手当の決着予定】 

  ○平成 23年 12月 22日 【地財 決着予定】 

  ○平成 23年 12月 24日 【政府案 閣議決定予定】 

 

（２）主な論点 

   ①平成 24年度以降の子どもに対する手当の地方負担のあり方 

   ②年少扶養控除の廃止等に伴う地方増収分の取り扱い 

 

２．子ども・子育て新システムについて 

 
（１）主な動き （11月 21日全国知事会議開催以降） 

  ●平成 23年 11月 24日 【子ども・子育て新システム第 16回基本制度ワーキングチーム】 

   ・費用負担のあり方、イコールフッティング、市町村による関与等について意見交換 

  ●平成 23年 12月 6日 【子ども・子育て新システム第 17回基本制度ワーキングチーム】 

   ・国の所管及び組織体制等について意見交換 

●平成 23年 12月 26日 【子ども・子育て新システム第 18回基本制度ワーキングチーム】 

 

（２）主な論点 

  ①子ども・子育て包括交付金（仮称）のあり方 

  ②地方の裁量権の拡大 


